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GX経済移行債について

＜サステナブル・ファイナンスを取り巻く環境＞

▪ GX投資実現に向けたグローバルな政策競争

▪ ESG債をはじめとし、サステナブル・ファイナンスの活況が鮮明

➢ ESG債市場においては、世界的な金利上昇等を受け、市場全般が軟調となったことを受けて
2021年対比で2022年の発行額は減少（約110兆円相当）

➢ 2023年は昨年を上回るペースで進捗。非ESG債対比で相対的にも堅調 （約60兆円相当）

▪ 様々な官民での取組も進捗（G7、OECD、ISSB、GFANZなど）

➢ トランジション・ファイナンスの重要性の認識が国際的に高まる

▪ 投資家のESGに対する見解、スタンスも多様化

➢ グリーンウオッシュへの関心・意識の更なる高まり

➢ ESG重視のスタンスからの反動も

____________________
(1) 出典: Dealogic 2023年6月15日

信頼性と透明性の確保が重要
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GX経済移行債について

＜国際資本市場協会の動向＞

▪ クライメート・トランジション・ファイナンス・ハンドブックの改定（2023/6/22）

➢ 各地域の取組の多様性への言及 (本邦の基本指針・ロードマップ含む）

➢ 多排出産業への資金供給の重要性の再認識

✓ GX経済移行債への注目も高まりつつある

➢ 発行体のトランジション戦略の信頼性・透明性が一層求められている

https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2023-
updates/Climate-Transition-Finance-Handbook-CTFH-June-2023-
220623v2.pdf
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▪ 企業・国家の競争力の成否につながるGX推進のためには、官民を挙げた様々な取組が必要
▪ 民間からの投資(130兆円超）を呼び込むことが不可欠

✓ GX経済移行債(20兆円)による呼び水効果
➢各技術の発展に必要な経済的、制度的支援をプロアクティブに
➢政策のフォーカスの明確化
➢政策のロードマップの明確化

➢確立された国際的ルールとの整合性への配慮は重要 （第3回資料 再掲）

▪ GX経済移行債のもつメッセージ性

✓日本国としてのGX推進への取組み・考え方を国内のみならず対外的にも発信する機会
(これまでのグリーン、トランジション等、サステナブル・ファイナンスへの取組含め）

✓資金使途、名称、第3者認証の取得、発行方法などを含めた商品性や管理方法について十
分に議論を尽くし、内外の市場関係者からの評価・信頼を獲得

✓結果、民間からの投資の呼び込み、GX経済移行の促進に寄与。トランジションファイナン
スのルールメーキングの支援材料にもなる可能性

▪ 様々な関係者が関わるプロジェクトとして、強いリーダーシップのもとでの執行が肝要

第4回GX実行会議 (再掲)

民間にとって予見可能性の向上
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